
休暇の種類 付与日数・期間 有給
無給

年次有給休暇 年 20 日（平成 27 年中の平均取得日数　５日） 有給

特
別
休
暇

公民権行使・骨髄液提供等のための休暇 必要と認められる期間 有給

社会貢献活動のための休暇 １年につき５日の範囲内の期間 有給

結婚休暇 結婚５日前から結婚後 6 月を経過するまでに連続５日の範囲内の期間 有給

産前休暇 ８週間（多児妊娠 14 週間）以内に出産予定の場合は出産日までの期間 有給

産後休暇 出産日の翌日から８週間を経過するまでの期間 有給

妊娠中・出産後の健康診査等の休暇等 必要と認められる期間 有給

妊娠中の女性職員の通勤緩和のための休暇 正規の勤務時間等の始め又は終わりにおいて必要と認められる期間 有給

授乳を行うための休暇 １日２回、１回 30 分 有給

妻の出産休暇 出産予定日１月前から出産後２週間を経過するまでの７日以内 有給

子のための看護休暇 １年につき５日の範囲内の期間 有給

生理休暇 ２日を越えない範囲内で必要と認められる期間 有給

忌引休暇 続柄に応じて１日から 10 日 有給

父母、配偶者及び子の祭日のための休暇 １日の範囲内の期間 有給

夏季休暇 連続する３日の範囲内の期間 有給

災害又は交通機関の事故等による休暇 事由に応じ連続する７日の範囲内の期間又は必要と認められる期間 有給

勤務条件に関する措置の要求等のための休暇等 必要と認められる期間 有給

病気休暇

公務上負傷又は疾病 必要と認められる期間 有給

結核性疾患 １年を超えない範囲内で必要と認められる期間 有給

その他 90 日（やむを得ない場合は６月）を超えない範囲内で必要と認められる期間 有給

介護休暇 ２週間以上の期間で連続する期間内において必要と認められる期間 無給

組合休暇 1 暦年につき 30 日までの期間 無給

職
員
の
勤
務
時
間

そ
の
他
の
勤
務
条
件

■
勤
務
時
間
等
の
状
況
：
一
般
職

員
の
勤
務
時
間
（
消
防
職
員
等
除

く
。）
は
左
表
の
と
お
り
午
前
８
時

30
分
か
ら
午
後
５
時
15
分
ま
で
で

す
。
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
一
環
と
し

て
実
施
す
る
市
民
課
・
税
務
課
の

窓
口
時
間
延
長
に
伴
い
遅
出
出
勤

を
導
入
し
て
い
ま
す
。

■
休
暇
制
度
の
状
況
：
年
次
有
給
・

特
別
・
病
気
・
介
護
・
組
合
休
暇

の
５
種
類
あ
り
ま
す
（
下
表
）。

職
員
の
分
限
と

懲
戒
処
分
の
状
況

■
分
限
処
分
：
公
務
の
能
率
の
維

持
及
び
適
正
な
運
営
の
確
保
と
い

う
観
点
か
ら
行
わ
れ
る
処
分
（
免

職
、
降
任
、
休
職
）。
平
成
27
年

度
は
、病
気
に
よ
る
休
職
者
２
人
。

■
懲
戒
処
分
：
職
員
の
非
違
行
為

に
対
し
て
、
職
場
の
秩
序
を
維
持

し
、
回
復
を
図
る
た
め
に
行
わ
れ

る
処
分
（
免
職
、
停
職
、
減
給
、

戒
告
）。
平
成
27
年
度
は
、
職
員
の

懲
戒
処
分
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

勤
務
時
間
は
原
則
、

午
前
８
時
30
分
か
ら

午
後
５
時
15
分
ま
で

公
務
の
能
率
の
維
持
と

適
性
な
運
用
の
確
保
を

目
的
と
す
る
も
の
で
す

勤務時間 午前8時30分～午後５時15分
休憩時間 正午～午後１時　計60分

1 日の勤務時間 ７時間45分
1 週間の勤務時間 38時間45分

週休日 土・日曜日（一部施設等除く）

◎勤務時間等

◎窓口延長

◎休暇制度

免職 降任 休職 計

０ ０ 2 2

免職 停職 減給 戒告 計

０ ０ 0 0 0

◎分限処分の状況（平成 27年度）

◎懲戒処分の状況（平成 27年度）

服
務
に
つ
い
て

■
職
員
の
義
務
：
全
て
の
職
員
は
、

「
全
体
の
奉
仕
者
」
と
し
て
公
共
の

利
益
の
た
め
に
勤
務
し
、
勤
務
遂
行

に
当
た
っ
て
全
力
を
挙
げ
て
こ
れ
に

専
念
す
る
た
め
、
地
方
公
務
員
法
の

規
定
に
よ
り
職
務
上
の
義
務
が
課
せ

ら
れ
て
い
ま
す
。
垂
水
市
で
は
日
頃

の
業
務
、
研
修
、
職
員
ワ
ー
ク
ブ
ッ

ク
（
第
２
版
：
平
成
23
年
４
月
１
日

作
成
）
を
通
じ
て
、
服
務
の
徹
底
を

行
っ
て
い
ま
す
。

■
７
つ
の
義
務

①
法
令
等
及
び
上
司
の
職
務
上
の

　

命
令
に
従
う
義
務

②
信
用
失
墜
行
為
の
禁
止

③
秘
密
を
守
る
義
務

④
職
務
に
専
念
す
る
義
務

⑤
政
治
的
行
為
の
制
限

⑥
争
議
行
為
等
の
禁
止

⑦
営
利
企
業
等
の
従
事
制
限

◎研修内容と参加職員数 研
修
に
つ
い
て

■
職
員
研
修
：
職
員
の
服
務
の
遂
行

は
も
と
よ
り
、
新
た
な
垂
水
市
づ
く

り
へ
の
意
欲
と
能
力
を
持
ち
、
市
民

か
ら
信
頼
さ
れ
る
職
員
を
目
標
に
策

定
さ
れ
た
、
垂
水
市
職
員
人
材
育
成

基
本
方
針
に
基
づ
き
、
職
員
研
修
の

充
実
を
図
っ
て
き
ま
し
た
。

①
職
場
内
研
修

　

各
職
場
で
管
理
監
督
者
の
責
務
と

し
て
、
部
下
の
育
成
・
指
導
を
日
常

の
職
務
を
通
じ
て
推
進
す
る
も
の
。

②
職
場
外
研
修

　

職
場
か
ら
離
れ
、
他
職
場
や
他
自

治
体
職
員
等
と
環
境
の
異
な
る
状
況

で
意
識
の
高
揚
を
図
り
、
短
時
間
で

集
中
し
て
学
習
す
る
こ
と
で
、
様
々

な
知
識
や
技
術
を
効
率
的
に
学
ぶ
。

福
利
厚
生
に
つ
い
て

■
職
員
の
福
利
厚
生
：
地
方
公
務
員

法
に
よ
り
職
員
の
福
利
厚
生
の
計
画

を
樹
立
し
、
実
施
す
る
こ
と
が
義
務

職
員
の
心
身
の
充
実
を

目
指
し
ま
す

信
頼
さ
れ
る
職
員
の
育

成
を
目
指
し
、
様
々
な

研
修
を
行
っ
て
い
ま
す

全
体
の
奉
仕
者
と
し
て

公
共
の
利
益
の
た
め
に

外部研修：外部の研修所等で実施した研修

一般・階層研修／職位に応じた研修 26 人

特別研修 2 人

パソコン研修／技能習得のための研修 1 人

市町村税徴収事務研修 1 人

集合研修：市役所会議室で実施した独自研修

接遇研修（障害者応対編）（全職員対象） 263 人

メンタルヘルス研修（全職員対象） 213 人

法制執務研修（中級）（係長等） 41 人

人事評価制度被評価者研修（全職員対象） 213 人

人事評価制度評価者研修（管理職員） 60 人

新規採用職員研修 9 人

派遣研修：民間企業の取り組みを学ぶ研修

八千代伝酒造 8 人

総参加数 837 人

◎厚生会の主な助成等

◎健康増進に関する取組

区　分 給付額等

人間ドック
費用助成

1 日
ドック 10,000 円

体育文化団体
活動助成

1 団体
（年額） 20,000 円

付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
職
員
の
健
康

状
態
の
把
握
に
務
め
、疾
病
の
予
防
、

早
期
発
見
・
治
療
を
推
進
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
垂
水
市
職
員
厚
生
会
に

よ
る
助
成
等
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

■
公
務
災
害
補
償
制
度
：
職
員
の
公

務
上
の
災
害
に
備
え
、
地
方
公
務
員

災
害
補
償
基
金
に
加
入
し
補
償
し
て

い
ま
す
。
平
成
27
年
度
の
公
務
上
の

け
が
等
に
よ
る
災
害
は
、
あ
り
ま
せ

ん
で
し
た
。

区　分 受診者数

定期健康診断 137 人

人間ドック 90 人

区　分 受診者数

Ｂ型肝炎
ワクチン接種 6 人

ストレス
チェック 230 人

区　分 給付額等

死亡弔慰金

会員
（職員）

30,000 円

傷病見舞金 5,000 円

出産祝金 10,000 円

（延べ人数）

毎週木曜日は市民サービスの一環として、市民課・
税務課の窓口延長を実施しています。午後７時ま
でとなっていますので、ご利用ください。

人事
行政
の

運営
等の
状況

戒告（かいこく）：職員の服務義務違反の責任
を確認し、その将来を戒める処分をいう。具体
的には、所属長に直接説諭される。

概要

概要

概要

公表

公表
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